










































































































　1992 年 11 月に第8回目の交渉が行われた。ところが、「李恩恵」問題に関する協議に
おいて、北朝鮮が協議の打ち切りを宣言した。その後、7年半の中断を経て、2000 年４
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　ところで、鳥取県に関係する拉致事件としては、2006 年 11 月に日本政府が、「北朝鮮
当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律」に基づいて拉致事件として認定し










































　その後、鳥取県は、1996 年 10 月に「鳥取県国際交流・協力推進ビジョン」を策定し、
そのなかで、北朝鮮は政情不安定な状態が続いているが、環日本海交流圏のなかで重要な
位置を占めており、国際平和の観点からも交流の輪に加わることを促す必要がある、とい













　ちなみに、鳥取県では、西尾邑次県知事（当時）が４期、1983 年から 1999 年まで務め、
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34　境港市『境港市 35 周年史』1991 年３月。


































































ている 42。ちなみに、2003 年中に境港に入港した北朝鮮船籍の貿易船は、全国最多の 409
隻（延べ数）で全国の入港数の４割を占めていた。全国の入港数が減少していたにもかか
わらず、境港だけは、前年比で 77 隻増加しており、境港へ集中していた 43。
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　2006 年 10 月には、境港における対北朝鮮貿易が転換期を迎えた。加工食品原料の原産
地表示義務化が始まり、境港のベニズワイガニ加工業界において、北朝鮮からの輸入を取
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